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○初心運転者期間制度の実施に関する規程 

平成２年８月22日 

公安委員会規程第４号 

注 令和７年８月から改正経過を注記した。 

初心運転者期間制度の実施に関する規程を次のように定める。 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 初心運転者講習 

第１節 指定講習機関（第３条・第４条） 

第２節 講習の実施（第５条―第９条） 

第３節 報告等（第10条―第13条） 

第３章 再試験 

第１節 通知（第14条・第15条） 

第２節 再試験実施（第16条―第21条） 

第４章 その他（第22条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、平成元年12月道路交通法の一部改正により、初心運転者期間制度が

新設されたことに伴い、同法第108条の２第１項第10号に規定する初心運転者講習及び同

法第100条の２第１項に規定する再試験の実施に関し、道路交通法等に定められたものの

ほか、基本的な事項を定め、適正な運用を図ることを目的とする。 

（準拠等） 

第２条 初心運転者講習及び再試験の実施に関する事務処理については、道路交通法（昭和

35年法律第105号。以下「法」という。）、道路交通法施行令（昭和35年政令第270号。

以下「令」という。）、道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「府令」

という。）及び指定講習機関に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第１号。以下「規

則」という。）並びに法に基づく命令に定めるもののほか、この規程の定めるところによ

るものとする。 

第２章 初心運転者講習 

第１節 指定講習機関 
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（指定申請） 

第３条 法第108条の４第１項に規定する指定講習機関の指定を受けようとする者は、法第

108条の４第２項の規定に基づき、規則第２条に掲げる書類を添付した指定講習機関指定

申請書（様式第１号）により、鳥取県公安委員会（以下「公安委員会」という。）に申請

するものとする。 

（指定書等） 

第４条 指定講習機関の指定等は次の各号により行うものとする。 

(1) 公安委員会は、指定講習機関を指定したときは、指定書（様式第２号）を交付する。 

(2) 公安委員会は、法第108条の11第１項及び第２項の規定に基づき、指定講習機関の

指定の取消しをしようとするときは、行政手続法（平成５年法律第88号）第13条第１

項第１号に規定する聴聞を行わなければならない。この場合における聴聞の通知は、聴

聞通知書（様式第３号）により通知する。 

(3) 公安委員会は、指定講習機関の指定を取消したときは、指定取消通知書（様式第４

号）により通知する。 

第２節 講習の実施 

（講習の項目等） 

第５条 初心運転者講習（以下「講習」という。）のカリキュラムは、別添のとおりとする。 

２ 講習の細部的な指導要領については、鳥取県警察本部長（以下「本部長」という。）が

別に定めるものとする。 

（講習の通知） 

第６条 講習の通知は、次の各号により行うものとする。 

(1) 受講対象者に対する講習通知は、初心運転者講習通知書により行う。 

(2) 講習の場所は、受講対象者の利便を考慮して居住地に近い指定講習機関を指定する。 

(3) 指定講習機関に対する講習の実施通知は、初心運転者講習受講予定者通知書（様式

第６号）により、当該指定講習機関を管理する者（以下「管理者」という。）に対して

行う。 

(4) 受講対象者が、他の都道府県に転居している場合は、初心運転者講習移送通知書（様

式第７号）により、転居先を管轄する公安委員会へ移送通知する。 

２ 前項第１号の通知を受けた者が、法第100条の２第１項ただし書第３号の規定に該当し

たときは、初心運転者講習中止通知書（様式第８号）により、その者に対し、当該講習を

受ける必要がない旨を通知するものとする。 
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（講習の受講申出） 

第７条 管理者は、講習を受けようとする者に対して、初心運転者講習受講申出書（様式第

９号）により、受講の申出をさせるものとする。 

（講習通知手数料の納付） 

第８条 講習を受けようとする者が納付する講習通知手数料は、初心運転者講習通知手数料

納付書（様式第10号）により納付させるものとする。 

（講習終了証明書） 

第９条 講習終了証明書の交付は、次の各号により行うものとする。 

(1) 管理者に、講習を終了した者に対して、初心運転者講習終了証明書（様式第11号。

以下「終了証明書」という。）を交付させるものとする。 

(2) 管理者に、終了証明書を発行するときは、初心運転者講習終了証明書交付台帳（様

式第12号。以下「交付台帳」という。）を備え付け、発行の状況を明らかにさせてお

くものとする。 

(3) 終了証明書を再発行するときは、再交付を受けようとする者に対して、初心運転者

講習終了証明書再交付申請書（様式第13号）により、再交付の申請を行わせるものと

する。 

(4) 再発行する終了証明書には、（再）の朱印を終了証明書右上部余白部分に押印する

とともに、交付台帳にこの旨記載させておくものとする。 

第３節 報告等 

（講習結果報告） 

第10条 管理者は、講習終了後速やかに初心運転者講習結果報告書（様式第14号）により、

公安委員会に報告するものとする。 

（講習業務規程の認可） 

第11条 指定講習機関は、規則第９条第１項に規定する講習業務規程の認可を受けようと

するときは、講習業務規程認可申請書（様式第15号）、同条第２項に規定する講習業務

規程の変更の認可を受けようとするときは、講習業務規程変更認可申請書（様式第16号）

により、公安委員会に申請するものとする。 

（名称等の変更の届出） 

第12条 指定講習機関は、規則第４条第１項及び第３項に規定する指定講習機関の指定申

請書記載事項を変更しようとするときは、公示事項等の変更の届出（様式第17号）に関

係書類を添付して公安委員会に届出るものとする。 
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２ 公安委員会は、前項の届出があったときは、その内容が指定の基準に適合するかどうか

について検査を行った後これを承認するものとする。 

（講習の休廃止の許可） 

第13条 指定講習機関は、規則第14条に規定する指定講習機関の講習の休廃止の許可を受

けようとするときは、講習の休廃止の許可申請書（様式第18号）により、公安委員会に

申請するものとする。 

第３章 再試験 

第１節 通知 

（再試験の通知） 

第14条 公安委員会は、法第100条の２第１項ただし書各号以外の基準該当初心運転者に初

心運転者期間が経過した後、再試験通知書を送付するものとする。 

２ 前項の通知を受けた者が、法第100条の２第１項第３号又は第４号のいずれかの規定に

該当したときは、再試験通知取消通知書（様式第19号）により、その者に対し、当該再

試験通知を取消す旨を通知するものとする。 

（試験移送通知） 

第15条 公安委員会は、前条に該当する運転者が公安委員会の管轄区域外に住所を変更し

ている場合は、速やかにその者の住所地の公安委員会に試験移送通知書を送付するものと

する。 

第２節 再試験実施 

（実施場所等） 

第16条 再試験の実施場所は、鳥取県自動車運転免許試験場とする。 

２ 再試験は、交通部運転免許課長（以下「主管課長」という。）が本部長の承認を得て再

試験実施責任者（以下「実施責任者」という。）を指名して行うものとする。 

（再試験申込書の受理等） 

第17条 再試験申込書の受理に当たっては、受験者が誤った試験を受験しないように教示

すること。 

（再試験受験者名簿の作成） 

第18条 実施責任者は、再試験を行う日ごとに再試験受験者名簿（様式第20号）を作成し

て再試験の結果を明らかにしておかなければならない。 

（再試験結果の報告等） 

第19条 実施責任者は、合格者を決定した都度速やかに再試験実施結果報告書（様式第21
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号）によって主管課長に報告するものとする。 

（再試験不合格者に対する措置） 

第20条 実施責任者は、再試験不合格者に対して次の措置を行うものとする。 

(1) 運転免許証の返納 

再試験不合格者に対しては、速やかに不合格の旨を告知するとともに、府令別記様式

第19の３の４に定める「運転免許取消処分書」を交付し、運転免許証（以下「免許証」

という。）を有する者にあっては免許証の返納をさせ、免許情報記録個人番号カード（以

下「マイナ免許証」という。）を有する者にあっては免許情報記録の抹消を行うこと。 

この場合鳥取県道路交通法施行細則別記様式第14号に定める「運転免許証返納届」

又は府令別記様式第17の４に定める「免許情報記録抹消届」を提出させるものとする。 

(2) 併記免許保有者の取扱い 

併記免許を保有している者については、免許年月日については取消しに係る免許以外

の免許年月日とし、有効期間については返納に係る免許証又は抹消に係る免許情報記録

のそれと同一のものとして、免許証を有する者にあっては新たに免許証を作成してこれ

を交付し、マイナ免許証を有する者にあっては免許情報記録の書換えを行うこと。この

場合、免許証交付手数料及び特定免許情報記録手数料は徴収しないものとする。 

なお、再試験不合格者の併記免許に係る免許証の交付又は免許情報記録の書換えにつ

いては、即日行うことを原則とする。 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

（再試験不受験者の取消し処分に係る措置） 

第21条 法第104条の２第２項に係る再試験不受験者の運転免許取消し処分について必要

な事項は、別に定める。 

第４章 その他 

（その他） 

第22条 この規程に定めるもののほか、初心運転者期間制度の実務上の細部事項について

は、本部長が別に定めるものとする。 

附 則 

この規程は、平成２年９月１日から施行する。 

附 則（平成４年10月21日公安委員会規程第２号） 

この規程は、平成４年11月１日から施行する。 

附 則（平成６年11月30日公安委員会規程第７号） 
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この規程は、平成６年12月１日から施行する。 

附 則（平成８年９月１日公安委員会規則第４号） 

この規程は、平成８年９月１日から施行する。 

附 則（平成13年４月２日公安委員会規程第２号） 

この訓令は、平成13年４月２日から施行する。 

附 則（平成17年３月31日公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日公安委員会規程第３号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月６日公安委員会規程第６号） 

この規程は、平成29年３月12日から施行する。 

附 則（令和元年６月25日公安委員会規程第２号） 

この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和３年１月22日公安委員会規程第１号） 

（施行期日） 

１ この規程は、令和３年１月22日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の改正前の規定に基づいて作成した様式は、この規程の改正後の規定にかかわ

らず、当分の間、所要の調整をした上で使用することができる。 

附 則（令和３年９月30日公安委員会規程第６号） 

この規程は、令和３年10月１日から施行する。 

附 則（令和５年12月22日公安委員会規程第８号） 

この規程は、令和５年12月23日から施行する。 

附 則（令和７年８月26日公安委員会規程第７号） 

この規程は、令和７年８月26日から施行する。 
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別添 

様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号 削除 

様式第６号（第６条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第７号（第６条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第８号（第６条関係） 

様式第９号（第７条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第10号（第８条関係） 

様式第11号（第９条関係） 

様式第12号（第９条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第13号（第９条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第14号（第10条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第15号（第11条関係） 

様式第16号（第11条関係） 

様式第17号（第12条関係） 

様式第18号（第13条関係） 

様式第19号（第14条関係） 

様式第20号（第18条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

様式第21号（第19条関係） 

（令７公安委員会規程７・一部改正） 

 


